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ギ
リ
ス
①

雇
用
状
況
の
悪
化
続
く―

失

業
率
七
・
九
％

　

統
計
局
が
九
月
一
六
日
に
発
表
し

た
雇
用
関
連
統
計
に
よ
れ
ば
、
五―

七
月
期
の
就
業
者
数
は
前
期
（
二―

四
月
期
）
か
ら
二
一
万
七
〇
〇
〇
人

減
の
二
八
八
九
万
一
〇
〇
〇
人
、
う

ち
フ
ル
タ
イ
ム
の
雇
用
者
数
は
二
八

万
三
〇
〇
〇
人
減
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム

雇
用
者
数
は
五
万
六
〇
〇
〇
人
増
と

な
っ
た
。

　

失
業
率
は
七
・
九
％
と
前
期
か
ら

〇
・
七
ポ
イ
ン
ト
、前
年
同
期
比
で
二
・

三
ポ
イ
ン
ト
増
加
し
、
一
九
九
六
年

九―

一
一
月
期
以
来
の
水
準
に
達
し

て
い
る
。
特
に
、
一
六―

一
七
歳
層

で
三
四
・一
％
（
二
一
万
六
〇
〇
〇
人
）、

一
八―

二
四
歳
層
で
は
一
七
・
五
％

（
七
三
万
一
〇
〇
〇
人
）
と
、
若
年

層
で
高
い
（
１
）。
失
業
者
数
は
二
四

七
万
人
で
、
前
期
か
ら
の
増
分
で
あ

る
二
一
万
人
の
四
割
強
（
九
万
一
〇

〇
〇
人
）
を
失
業
期
間
六
〜
一
二
カ

月
の
失
業
者
が
占
め
る
。
剰
員
解
雇

者
数
は
二
四
万
六
〇
〇
〇
人
で
、
前

期
か
ら
は
五
万
五
〇
〇
〇
人
減
少
し

た
が
、
前
年
同
期
か
ら
は
一
〇
万
七

〇
〇
〇
人
の
増
。
八
月
の
求
職
者
給

付
申
請
者
数
は
一
六
〇
万
七
四
〇
〇

人
で
、
増
加
幅
は
二
月
を
ピ
ー
ク
に

減
少
傾
向
に
あ
る
も
の
の
、
依
然
と

し
て
増
加
が
続
い
て
い
る
（
前
年
同

期
比
で
七
五
・
九
％
増
）。

　

さ
ら
に
、
非
労
働
力
人
口
（
一
六

歳
以
上
人
口
の
う
ち
、
就
業
・
求
職

活
動
を
し
て
い
な
い
者
な
ど
）
の
増

加
も
顕
著
だ
。
〇
九
年
五―

七
月
期

の
一
六―

六
四
歳
層
（
女
性
は
一
六

―

五
九
歳
）
の
非
労
働
力
人
口
は
七

九
八
万
六
〇
〇
〇
人
、
前
年
同
期
比

で
一
二
万
五
〇
〇
〇
人
増
加
し
て
い

る
。
若
年
層
や
二
五―

三
四
歳
で
の

増
加
が
著
し
い
一
方
、
三
五
歳
以
上

層
で
は
逆
に
減
少
傾
向
に
あ
り
、
い

ず
れ
も
女
性
の
各
年
齢
層
の
動
向
が

大
き
く
影
響
し
て
い
る
。
就
学
等
を

理
由
と
す
る
者
の
増
加
が
一
五
万
四

〇
〇
〇
人
と
大
部
分
を
占
め
、
こ
の

ほ
か
「
職
探
し
を
諦
め
た
」「
家
事
・

介
護
」
な
ど
が
多
い
。
一
方
、
病
気

な
ど
を
理
由
と
す
る
者
は
減
少
し
て

い
る
。

　

財
務
省
が
八
月
、
民
間
シ
ン
ク
タ

ン
ク
な
ど
の
中
期
予
測
を
ま
と
め
た

と
こ
ろ
に
よ
れ
ば
、
経
済
成
長
率
は

〇
九
年
の
マ
イ
ナ
ス
四
・
二
％
か
ら

二
〇
一
〇
年
に
は
〇
・
六
％
と
プ
ラ

ス
に
転
じ
る
も
の
の
、
求
職
者
手
当

申
請
者
数
は
同
年
に
ピ
ー
ク
の
二
一

六
万
人
に
達
し
、
以
降
も
緩
や
か
に

減
少
す
る
に
留
ま
る
と
の
見
方
が
強

い
。

　

政
府
は
こ
れ
ま
で
打
ち
出
し
て
き

た
一
連
の
雇
用
対
策
に
加
え
て
、
九

月
に
開
催
さ
れ
た
労
働
党
大
会
に
お

い
て
、「
地
域
雇
用
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ

プ
」（
企
業
と
ジ
ョ
ブ
セ
ン
タ
ー
プ
ラ

ス
の
間
で
合
意
を
締
結
し
、
企
業
に

長
期
失
業
者
な
ど
の
雇
用
を
促
す
プ

ロ
グ
ラ
ム
）
を
通
じ
た
就
業
支
援
の

大
幅
な
拡
充
の
方
針
を
明
ら
か
に
し

た
。
〇
七
年
か
ら
開
始
さ
れ
た
同
プ

ロ
グ
ラ
ム
は
、
二
〇
一
〇
年
四
月
ま

で
に
二
五
万
人
の
就
業
支
援
を
目
標

と
し
て
い
た
が
、
す
で
に
こ
れ
が
達

成
さ
れ
た
と
し
て
、
こ
の
三
倍
に
あ

た
る
七
五
万
人
を
二
〇
一
〇
年
末
ま

で
に
就
業
に
結
び
つ
け
る
と
の
新
た

な
目
標
を
示
し
た
。
ジ
ョ
ブ
セ
ン
タ

ー
プ
ラ
ス
を
所
管
す
る
雇
用
年
金
相

は
、
一
〇
万
人
が
就
業
す
る
ご
と
に
、

福
祉
給
付
な
ど
に
か
か
る
七
億
ポ
ン

ド
の
節
約
が
可
能
と
な
る
と
し
て
い

る
（
２
）。
さ
ら
に
ブ
ラ
ウ
ン
首
相
は
、

環
境
関
連
の
非
営
利
団
体
の
協
力
を

得
て
一
万
人
分
の
雇
用
創
出
を
行
う

と
と
も
に
、
小
企
業
連
盟

（F
e
d
e
r
a
tio
n
 o
f S

m
a
ll 

B
usinesses

）
と
連
携
し
て
一
万
人

の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
受
け
入
れ
を

目
指
す
と
の
方
針
を
示
し
た
。

〔
注
〕

１
．
こ
の
ほ
か
、
二
五―

四
九
歳
層
で
六
・

三
％
（
一
一
五
万
四
〇
〇
〇
人
）、
五
〇

歳
以
上
層
で
四
・
四
％
（
三
六
万
九
〇

〇
〇
人
）。
な
お
、
六―

八
月
期
の
求
人

数
は
四
三
万
四
〇
〇
〇
人
、
前
年
同
期

比
で
一
七
万
四
〇
〇
〇
人
と
三
割
近
く

減
少
し
た
。
特
に
減
少
が
顕
著
だ
っ
た

の
は
、
金
融
業
の
六
万
一
〇
〇
〇
人
、

流
通
・
宿
泊
・
飲
食
店
業
四
万
五
〇
〇

〇
人
、
製
造
業
二
万
五
〇
〇
〇
人
な
ど
。

２
．
た
だ
し
、
現
地
メ
デ
ィ
ア
の
伝
え
る

と
こ
ろ
で
は
、
こ
の
拡
充
は
主
に
高
齢

者
の
就
業
支
援
を
想
定
し
た
も
の
で
あ

る
、
と
雇
用
年
金
相
は
説
明
し
て
い
る

と
い
う
。

【
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イ
ギ
リ
ス
②

移
民
提
言
委
員
会
、
さ
ら
な

る
制
度
引
き
締
め
を
答
申

　

移
民
制
度
に
関
す
る
政
府
の
諮
問

機
関
で
あ
る
移
民
提
言
委
員
会

（M
ig
r
a
tio
n
 A
d
v
is
o
r
y 

C
om
m
ittee

）
は
八
月
一
九
日
、
内

務
相
か
ら
の
諮
問
を
受
け
て
提
出
し

た
報
告
書
に
お
い
て
、
外
国
人
専
門

技
術
者
の
受
け
入
れ
に
関
す
る
制
度

の
厳
格
化
を
答
申
し
た
。

　

移
民
提
言
委
員
会
は
、
二
〇
〇
八

年
か
ら
新
た
に
導
入
さ
れ
た
移
民
制

度
で
あ
る
「
ポ
イ
ン
ト
制
」（
外
国
人

を
入
国
目
的
や
専
門
技
術
等
に
区
分

し
て
、
年
齢
や
学
歴
な
ど
に
基
づ
く

入
国
資
格
を
定
め
る
制
度
）
に
関
連

し
て
設
置
さ
れ
た
機
関
で
、
国
内
で

専
門
技
術
者
の
不
足
が
生
じ
て
い
る

職
種
（
該
当
す
る
場
合
、
受
け
入
れ

条
件
が
緩
和
さ
れ
る
）
の
分
析
を
は

じ
め
、
制
度
改
正
や
移
民
制
度
に
拘

わ
る
課
題
な
ど
に
つ
い
て
政
府
か
ら

の
諮
問
を
受
け
る
。

　

今
年
二
月
の
内
務
相
に
よ
る
諮
問

は
、
金
融
危
機
に
よ
る
雇
用
状
況
の

急
速
な
悪
化
に
対
応
す
る
た
め
に
、

移
民
労
働
者
の
受
け
入
れ
制
限
を
想

定
し
た
も
の
。
委
員
会
に
検
討
を
求

め
て
い
た
の
は
、（
１
）
専
門
技
術
者

の
受
け
入
れ
を
不
足
職
種
の
み
に
絞

る
場
合
の
経
済
へ
の
影
響
、（
２
）
移

民
労
働
者
の
被
扶
養
者
の
経
済
へ
の

貢
献
と
労
働
市
場
に
お
け
る
役
割

（
３
）
経
済
状
況
の
変
化
へ
の
対
応

の
た
め
、
高
度
専
門
技
術
者
の
受
け

海
外
労
働
事
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入
れ
制
度
に
つ
い
て
今
後
ど
の
よ
う

な
変
更
が
必
要
か―

―

の
三
点
だ
が
、

委
員
会
は
今
回
の
報
告
書
で
、
こ
の

う
ち
（
１
）
と
（
２
）
に
関
す
る
検

討
結
果
を
取
り
ま
と
め
た
（
残
る
一

点
に
つ
い
て
は
一
〇
月
に
答
申
の
予

定
）。

　

現
在
、
外
国
人
専
門
技
術
者
の
受

け
入
れ
に
は
、
委
員
会
が
人
材
不
足

と
認
め
る
職
種
に
関
す
る
も
の
の
ほ

か
、
国
内
で
の
一
定
期
間
の
求
人
活

動
（「
労
働
市
場
テ
ス
ト
」）
に
よ
り

人
材
確
保
の
困
難
さ
を
証
明
し
た
場

合
、
ま
た
多
国
籍
企
業
に
よ
る
国
境

を
越
え
た
企
業
内
異
動
な
ど
が
、
主

な
ル
ー
ト
と
し
て
認
め
ら
れ
て
い
る
。

こ
れ
を
不
足
職
種
の
み
に
限
定
す
る

こ
と
に
つ
い
て
は
、
委
員
会
は
否
定

的
な
立
場
を
示
し
た
も
の
の
、
よ
り

安
定
的
な
制
度
構
築
を
理
由
と
し
て
、

別
途
、
以
下
の
よ
う
な
基
準
の
厳
格

化
を
答
申
し
た
。
す
な
わ
ち
、
①
受

け
入
れ
先
企
業
に
お
け
る
給
与
水
準

に
応
じ
て
与
え
ら
れ
る
点
数
に
関
し

て
、
基
準
と
な
る
金
額
を
引
き
上
げ

る
こ
と
、
②
労
働
市
場
テ
ス
ト
に
要

す
る
求
人
期
間
を
現
行
の
二
週
間
か

ら
四
週
間
に
延
長
す
る
こ
と
、
③
企

業
内
異
動
に
よ
る
入
国
者
に
課
し
て

い
る
勤
続
年
数
の
資
格
要
件
を
六
カ

月
か
ら
一
二
カ
月
に
延
長
す
る
こ
と
、

ま
た
こ
の
ル
ー
ト
に
よ
る
滞
在
者
に

永
住
許
可
の
申
請
を
認
め
な
い
こ
と

（
通
常
は
五
年
の
滞
在
で
申
請
が
可

能
）―
―

な
ど
。
た
だ
し
同
時
に
、

大
学
院
卒
の
資
格
に
付
与
さ
れ
る
点

数
を
現
行
よ
り
引
き
上
げ
る
こ
と
や
、

公
共
サ
ー
ビ
ス
に
か
か
わ
る
一
部
職

種
に
従
事
す
る
予
定
の
申
請
者
へ
の

加
点
な
ど
、
部
分
的
な
制
度
の
緩
和

も
答
申
し
て
い
る
。
さ
ら
に
今
後
の

課
題
と
し
て
、
専
門
技
術
者
の
資
格

要
件
（
全
国
職
業
資
格
（
Ｎ
Ｖ
Ｑ
）

の
レ
ベ
ル
三
相
当
の
職
業
資
格
、
大

学
卒
業
も
し
く
は
大
学
院
卒
資
格
）

に
相
当
す
る
可
能
性
の
あ
る
他
国
の

職
業
資
格
の
検
討
、
実
施
体
制
や
方

法
の
見
直
し
な
ど
に
つ
い
て
、
政
府

に
検
討
を
求
め
て
い
る
。

　

一
方
、
移
民
労
働
者
の
被
扶
養
者

の
就
労
に
関
し
て
は
、
当
該
移
民
労

働
者
に
一
二
カ
月
以
上
の
滞
在
許
可

が
発
行
さ
れ
て
い
れ
ば
、
現
行
制
度

で
は
特
に
制
限
は
設
け
ら
れ
て
い
な

い
。
委
員
会
は
デ
ー
タ
不
足
の
た
め

暫
定
的
な
結
論
で
あ
る
と
留
保
し
つ

つ
も
、
被
扶
養
者
と
し
て
入
国
を
認

め
る
際
の
条
件
は
限
定
的
で
あ
り
、

実
際
に
就
労
し
て
い
る
の
は
半
数
に

す
ぎ
な
い
こ
と
、
さ
ら
に
多
く
は
資

格
等
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
未
熟
練

職
種
に
従
事
し
て
い
る
こ
と
な
ど
か

ら
、
規
制
強
化
を
行
う
べ
き
十
分
な

理
由
は
認
め
ら
れ
な
い
と
し
て
い
る
。

　

委
員
会
の
報
告
書
を
受
け
て
、
内

務
相
は
九
月
初
め
、
一
連
の
提
言
の

う
ち
、
①
労
働
市
場
テ
ス
ト
に
お
け

る
求
人
期
間
の
四
週
間
へ
の
延
長
、

②
企
業
内
異
動
に
か
か
わ
る
勤
続
期

間
の
一
二
カ
月
へ
の
延
長
、
③
受
け

入
れ
先
企
業
で
の
給
与
水
準
に
関
す

る
加
点
基
準
の
下
限
の
一
万
七
〇
〇

〇
ポ
ン
ド
か
ら
二
万
ポ
ン
ド
へ
の
引

き
上
げ―

―

に
つ
い
て
、
来
年
に
も

実
施
す
る
方
針
を
示
し
て
い
る
。

【
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ア
メ
リ
カ

医
療
保
険
加
入
状
況
は
地
域

間
、
年
齢
間
、
人
種
間
で
大

き
な
格
差

　

オ
バ
マ
政
権
に
お
い
て
医
療
保
険

制
度
の
抜
本
的
な
改
革
は
最
重
要
課

題
の
一
つ
で
あ
る
。
議
会
で
議
論
が

盛
ん
に
行
わ
れ
る
な
か
、
商
務
省
セ

ン
サ
ス
局
が
九
月
二
二
日
、
現
行
の

医
療
保
険
制
度
の
加
入
率
に
関
す
る

レ
ポ
ー
ト
『
米
国
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
調

査
二
〇
〇
八
に
お
け
る
医
療
保
険
カ

バ
ー
に
関
す
る
予
備
的
評
価
』（
１
）

を
公
表
し
た
。
同
レ
ポ
ー
ト
に
よ
れ

ば
、
医
療
保
険
の
加
入
率
に
は
年
齢

や
地
域
な
ど
に
よ
っ
て
格
差
が
あ
る

こ
と
が
浮
き
彫
り
に
な
っ
た
。

　

米
国
に
お
け
る
医
療
保
険
の
無
保

険
者
は
四
六
三
〇
万
人
で
、
人
口
の

一
五
・
四
％
に
相
当
す
る
と
言
わ
れ

て
い
る
。
こ
れ
は
、
セ
ン
サ
ス
局
が

公
表
し
て
い
る
『
貧
困
レ
ポ
ー
ト
』

（
２
）の
最
新
版
に
よ
る
数
値
で
あ
る
。

今
回
公
表
さ
れ
た
レ
ポ
ー
ト
は
、
月

ご
と
に
二
五
万
世
帯
を
対
象
と
す
る

「
米
国
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
調
査
」
か
ら

推
計
さ
れ
た
も
の
で
、
地
域
間
や
年

齢
別
、
エ
ス
ニ
ッ
ク
グ
ル
ー
プ
別
な

ど
の
特
徴
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
。

　

総
人
口
（
軍
人
を
除
く
）
の
う
ち

五
八
・
七
％
が
使
用
者
の
も
っ
て
い

る
保
険
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
加
入
し
て
お

り
、
一
四
・
二
％
が
自
身
で
直
接
民

間
保
険
に
加
入
し
、
メ
デ
ィ
ケ
ア
や

メ
デ
ィ
ケ
イ
ド
（
３
）
に
よ
っ
て
カ

バ
ー
さ
れ
て
い
る
の
は
一
三
・
五
％

で
あ
る
。
な
お
一
人
で
複
数
の
保
険

に
加
入
し
て
い
る
場
合
も
あ
る
。

　

州
ご
と
の
無
保
険
率
を
比
較
す
る

と
、
最
も
低
い
マ
サ
チ
ュ
ー
セ
ッ
ツ

州
が
四
・
一
％
で
あ
る
の
に
対
し
て
、

最
も
高
い
テ
キ
サ
ス
州
で
は
二
四
・

一
％
に
の
ぼ
っ
て
い
る
。
マ
サ

チ
ュ
ー
セ
ッ
ツ
州
で
は
二
〇
〇
六
年

四
月
、
州
民
に
医
療
保
険
加
入
を
義

務
付
け
す
る
制
度
が
成
立
し
て
い
る

こ
と
も
あ
り
（
４
）（
５
）
保
険
加
入

率
が
際
立
っ
て
高
い
。
無
保
険
率
が

一
〇
％
以
下
で
保
険
加
入
率
が
高
い

の
は
ワ
シ
ン
ト
ン
Ｄ
Ｃ
や
コ
ネ
チ

カ
ッ
ト
州
、
ハ
ワ
イ
州
、
ア
イ
オ
ワ

州
、
ミ
ネ
ソ
タ
州
な
ど
八
州
で
あ
る

の
に
対
し
、
無
保
険
率
が
二
〇
％
を

超
え
る
の
は
、
ア
ラ
ス
カ
州
や
フ
ロ

リ
ダ
州
、
ネ
バ
ダ
州
な
ど
五
つ
の
州

で
あ
る
（
表
１
参
照
）。
加
入
率
の

高
い
州
は
概
ね
北
部
・
東
部
に
位
置

し
、
低
い
州
が
南
部
や
南
西
部
に
位

置
す
る
傾
向
が
見
ら
れ
る
。

　

年
齢
別
で
見
た
場
合
、
一
八
〜
二

四
歳
層
の
無
保
険
率
が
高
く
二
八
・

六
％
に
達
し
て
い
る
。
二
五
〜
三
四

歳
層
で
も
二
六
・
七
％
に
の
ぼ
る
。

一
方
で
六
五
歳
以
上
（
一
・
四
％
）、

一
八
歳
以
下
（
九
・
九
％
）
の
無
保

険
率
は
低
い
。
高
齢
者
の
無
保
険
率

が
低
い
の
は
メ
デ
ィ
ケ
ア
・
プ
ロ
グ

ラ
ム
に
よ
っ
て
カ
バ
ー
さ
れ
て
い
る

結
果
で
あ
り
、
一
八
歳
以
下
に
は
政

府
に
よ
る
児
童
向
け
社
会
保
障
プ
ロ

グ
ラ
ム
が
あ
る
た
め
で
あ
る
と
指
摘

し
て
い
る
。
ま
た
、
レ
ポ
ー
ト
で
は

失
業
者
の
ほ
ぼ
半
数（
四
八
・
一
％
）

が
無
保
険
状
態
に
あ
り
、
就
業
者
の

一
七
・
三
％
を
大
き
く
上
回
る
結
果

が
示
さ
れ
て
い
る
。

　

人
種
お
よ
び
エ
ス
ニ
ッ
ク
グ
ル
ー

プ
別
に
見
た
場
合
、
ア
メ
リ
カ
先
住

民
お
よ
び
ア
ラ
ス
カ
先
住
民
系
が
最

も
無
保
険
率
が
高
く
三
一
・
六
％
、

ヒ
ス
パ
ニ
ッ
ク
系
が
三
一
・
五
％
、

次
い
で
黒
人
の
一
八
・
〇
％
、
一
方
、

白
人
は
低
く
一
三
・
三
％
、
ア
ジ
ア

系
で
は
一
四
・
五
％
と
い
う
結
果
で

あ
っ
た
。

表１　無保険率上位と下位の州（単位：％）

テキサス州 24.1 マサチューセッツ州 4.1

ニューメキシコ州 21.4 ハワイ州 6.7

ネバダ州 21.3 ワシントンDC 8.0

フロリダ州 20.8 コネチカット州 9.0

アラスカ州 20.1 ウィスコンシン州 9.1
資料出所：センサス局資料
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〔
注
〕

１
．〝A

 P
relim

inary E
valuation of 

H
ealth Insurance C

overage in the 
2
0
0
8
 A
m
e
rica

n
 C
o
m
m
u
n
ity 

S
urvey

〞（http://w
w
w
.census.gov/

hhes/w
w
w
/hlthins/acs08paper/

2008A
C
S
_healthins.pdf

）

２
．〝Incom

e, P
overty, and H

ealth 
Insurance C

overage in the U
nited 

S
tates: 2008

〞
の
二
〇
ペ
ー
ジ
参
照
。

（http://w
w
w
.census.gov/prod/

2009pubs/p60-236.pdf

）

３
．
メ
デ
ィ
ケ
ア
（M

edicare

）
は
、
高

齢
者
（
六
五
歳
以
上
）、
障
害
者
、
末
期

腎
不
全
者
を
対
象
と
す
る
公
的
医
療
保

険
で
あ
り
、メ
デ
ィ
ケ
イ
ド（M

edicaid

）

は
低
所
得
者
の
た
め
の
医
療
扶
助
で
あ

る
。

４
． 

マ
サ
チ
ュ
ー
セ
ッ
ツ
州
政
府
の
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ

（http://w
w
w
.m
ass.gov/E

eohhs2/
docs/eohhs/cm

s_w
aiver_2006/

am
endm

ent.pdf

）

５
．
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
タ
イ
ム
ズ
紙
（http://

w
w
w
.nytim

es.com
/2006/04/13/us/

13health.htm
l

）

【
参
考
資
料
】

D
aily L

abor R
eport, S

ep. 23, 2009

（
国
際
研
究
部　

北
澤
謙
）

ド
イ
ツ

失
業
率
、
三
カ
月
連
続
で

八
・
三
％
に
と
ど
ま
る

八
月
の
失
業
者
数
は
前
月
比
〇
・

一
万
人
減
、
予
想
外
の
減
少

　

ド
イ
ツ
連
邦
雇
用
エ
ー
ジ
ェ
ン

シ

ー
（B

undesagentur für 
A
rbeit:B

A

）
が
九
月
一
日
に
発
表

し
た
八
月
の
失
業
率
は
八
・
三
％

（
１
）
で
、
市
場
予
想
（
２
）
の
八
・

四
％
に
反
し
て
横
ば
い
に
と
ど
ま
っ

た
。
な
お
八
月
の
失
業
者
数
は
三
四

八
・
一
万
人
と
、
同
じ
く
予
想
（
前

月
比
三
・
〇
万
人
増
）
に
反
し
て
七

月
の
三
四
八
・
二
万
人
か
ら
〇
・
一

万
人
減
少
し
た
（
前
年
同
月
比
、
二

七
・
四
万
人
増
）。

失
業
統
計
手
法
の
変
更
も
影
響
か

　

景
気
が
底
を
つ
い
た
と
は
い
え
、

本
格
的
な
経
済
の
回
復
が
見
ら
れ
な

い
中
で
、
ド
イ
ツ
の
失
業
率
が
市
場

予
想
を
下
回
っ
て
い
る
点
に
つ
い
て
、

専
門
家
は
、
操
業
短
縮
手
当
の
拡
充

政
策
が
功
を
奏
し
て
い
る
こ
と
に
加

え
、
今
年
五
月
か
ら
失
業
率
統
計
手

法
が
変
更
さ
れ
た
影
響
を
指
摘
し
て

い
る
。

　

失
業
統
計
手
法
の
具
体
的
な
変
更

点
は
、
〇
八
年
一
二
月
の
法
改
正

（G
esetz zur N

euausrichtung 
der arbeitsm

arktpolitischen 
Instrum

ente :A
rbM
IN
A
G

）
を
受

け
、
政
府
の
職
業
訓
練
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
一
部
と
し
て
民
間
の
職
業
訓
練
機

関
（
Ｐ
Ｓ
Ｉ
）
で
サ
ー
ビ
ス
を
受
け

て
い
る
者
が
今
年
五
月
一
日
か
ら
失

業
者
と
見
な
さ
れ
な
く
な
っ
た
こ
と

で
あ
る
。
そ
の
数
は
お
よ
そ
二
〜
三

万
人
と
推
定
さ
れ
て
い
る
。

　

連
邦
雇
用
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
は
、

変
更
の
理
由
に
つ
い
て
「
Ｅ
Ｕ
の
国

際
的
失
業
統
計
に
近
づ
け
る
た
め
」

と
説
明
し
て
い
る
。
実
際
に
〇
九
年

一
月
に
Ｅ
Ｕ
が
公
表
し
た
〇
八
年
一

二
月
の
ド
イ
ツ
の
失
業
率
は
七
・

一
％
で
あ
っ
た
が
、
連
邦
雇
用
エ
ー

ジ
ェ
ン
シ
ー
の
従
来
統
計
で
は
七
・

七
％
で
あ
っ
た
。
連
邦
雇
用
エ
ー

ジ
ェ
ン
シ
ー
は
さ
ら
に
「
上
記
の
よ

う
な
訓
練
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
義
務
と
し

て
出
席
し
て
い
る
者
は
、
厳
密
な
意

味
で
『
失
業
者
』
と
は
言
え
な
い
」

と
述
べ
て
い
る
。

　

今
回
の
失
業
統
計
手
法
の
変
更
に

つ
い
て
、
労
働
市
場
・
職
業
研
究
所

（
Ｉ
Ａ
Ｂ
）の
レ
ギ
ー
ナ
・
コ
ン
レ
ー

＝
ザ
イ
ド
ゥ
ル
（R

egina K
onle-

S
eidl

）
研
究
員
は
、「
従
来
か
ら
、

ド
イ
ツ
の
失
業
統
計
は
、
連
邦
雇
用

エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
に
自
ら
申
し
出
て

登
録
を
行
っ
た
者
の
み
が
失
業
者
と

さ
れ
て
い
る
点
（
３
）
で
厳
密
と
は

言
え
ず
、
登
録
を
し
て
い
な
い
『
沈

黙
の
失
業
者
』
が
潜
在
的
に
存
在
す

る
問
題
を
含
ん
で
い
る
」
こ
と
を
指

摘
し
た
上
で
、「
国
際
統
計
に
沿
う
こ

と
は
重
要
で
あ
る
が
、
実
際
の
失
業

者
数
と
統
計
上
の
失
業
者
数
と
の
乖

離
が
広
が
り
す
ぎ

る
と
、
正
し
い
労

働
市
場
政
策
の
遂

行
が
困
難
に
な

る
」
と
の
懸
念
を

示
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
ド
イ
ツ

の
一
部
の
メ
デ
ィ

ア
で
は
、「
今
回
の

統
計
手
法
の
変
更

に
は
、
九
月
二
七

日
に
予
定
さ
れ
て

い
る
総
選
挙
を
控

え
、
失
業
率
の
統

計
値
を
低
く
抑
え

よ
う
と
す
る
政
府

の
意
図
が
感
じ
ら

れ
る
」
と
い
っ
た

声
も
あ
が
っ
て
い

る
。

図表２　ドイツの失業者数の推移（季節調整値）
08 年
8 月

08 年
9 月

08 年
10 月

08 年
11 月

08 年
12 月

09 年
1 月

09 年
2 月

09 年
3 月

09 年
4 月

09 年
5 月

09 年
6 月

09 年
7 月

09 年
8 月

失業者数
（千人） 3.207 3.192 3.183 3.185 3.225 3.286 3.33 3.396 3.456 3.46 3.487 3.482 3.481

失業者数の対前月比
（千人） -26 -15 -9 2 40 61 44 66 60 4 27 -5 -1

失業率（％） 7.7 7.6 7.6 7.6 7.7 7.8 8 8.1 8.3 8.2 8.3 8.3 8.3
資料出所：連邦雇用エージェンシー

7.7 7.6 7.6 7.6 7.7 7.8
8.0 8.1

8.3 8.2 8.3 8.3 8.3

7.0

8.0

9.0

10.0

7.7 7.6 7.6 7.6 7.7 7.8
8.0 8.1

8.3 8.2 8.3 8.3 8.3

5.0

6.0

図表１　ドイツの失業率の推移（季節調整値）

注：09年４月と５月を…で結んであるのは失業統計手法に変更があり直接比較できないことを示す。
資料出所：連邦雇用エージェンシー
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〔
注
〕

１
．
本
稿
に
お
け
る
「
失
業
率
」
と
「
失

業
者
数
」
は
、
全
て
連
邦
雇
用
エ
ー
ジ
ェ

ン
シ
ー
（
Ｂ
Ａ
）
が
九
月
一
日
に
発
表

し
た
季
節
調
整
値
を
用
い
て
い
る
。

２
．
ブ
ル
ー
ム
バ
ー
グ
ニ
ュ
ー
ス
が
ま
と

め
た
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
三
〇
人
の
「
予
想

中
央
値
」
に
よ
る
と
、
失
業
率
八
・
四
％
、

前
月
比
三
万
人
増
で
あ
っ
た
。

３
． 

日
本
の
「
業
務
統
計
」
に
該
当
。

【
参
考
資
料
】

連
邦
雇
用
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
発
表
資
料
、

委
託
調
査
員
月
次
報
告
、S

piegel

（
〇

九
年
五
月
二
八
日
）、IA

B
 K
urzbericht

（
〇
九
年
四
月
）

（
国
際
研
究
部
）

フ
ラ
ン
ス
①

第
２
四
半
期
の
失
業
率
、

九
・
一
％
に
上
昇
〜
Ｉ
Ｎ
Ｓ

Ｅ
Ｅ
雇
用
調
査

　

国
立
統
計
経
済
研
究
所
（
Ｉ
Ｎ
Ｓ

Ｅ
Ｅ
）
が
、
九
月
三
日
に
発
表
し
た

雇
用
調
査
結
果
（
速
報
）
に
よ
る
と
、

二
〇
〇
九
年
第
２
四
半
期
（
四
〜
六

月
）
の
フ
ラ
ン
ス
本
土
の
Ｉ
Ｌ
Ｏ
基

準
に
よ
る
失
業
率
は
九
・
一
％
で
、

第
１
四
半
期
の
八
・
五
％
（
修
正
済

み
）
か
ら
〇
・
六
ポ
イ
ン
ト
上
昇
、

失
業
者
数
は
お
よ
そ
二
六
〇
万
人
に

上
っ
た
。
失
業
率
は
二
〇
〇
六
年
初

め
に
九
・
一
％
に
達
し
、
そ
の
後
は

二
〇
〇
八
年
初
め
ま
で
減
少
傾
向
に

あ
っ
た
が
、
再
び
上
昇
。
世
界
的
な

金
融
・
経
済
危
機
の
影
響
を
受
け
て

悪
化
の
一
途
を
た
ど
っ
て
い
る
。

　

Ｉ
Ｎ
Ｓ
Ｅ
Ｅ
は
、
就
業
者
の
五
・

九
％
（
一
五
二
万
一
〇
〇
〇
人
）
が

Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
定
義
に
お
け
る
不
完
全
就

業
の
状
態
に
あ
る
と
指
摘
し
て
い
る
。

ち
な
み
に
Ｉ
Ｎ
Ｓ
Ｅ
Ｅ
で
は
、
Ｉ
Ｌ

Ｏ
の
定
義
に
準
拠
し
た
「
不
完
全
就

業
の
状
態
に
あ
る
者
」
を
「
求
職
中

で
あ
る
か
否
か
を
問
わ
ず
、
所
定
の

週
に
、
よ
り
長
い
就
業
を
希
望
し
、

よ
り
長
い
就
業
が
可
能
で
あ
る
パ
ー

ト
タ
イ
ム
労
働
者
。
通
常
の
時
間
よ

り
短
い
就
業
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い

る
者
も
含
む
」
と
し
て
い
る
。

　

Ｉ
Ｎ
Ｓ
Ｅ
Ｅ
に
よ
れ
ば
、
第
２
四

半
期
で
は
、
レ
イ
オ
フ
や
不
完
全
失

業
の
状
況
に
あ
る
者
が
、
前
期
よ
り

一
六
万
人
増
加
（
〇
・
六
ポ
イ
ン
ト

上
昇
）
し
、
三
一
万
九
〇
〇
〇
人
と

な
っ
た
。
こ
れ
は
、
一
九
九
三
年
と

同
水
準
で
あ
る
。

【
参
考
資
料
】

Inform
ations R

apides

〞 3septem
bre 

2009 - n

° 227

〝C
h
ôm
age au

 sens d
u
 B
IT
 et 

indicateurs sur le m
arché du travail 

- R
ésultats de l

’enquête E
m
ploi 

au deuxièm
etrim

estre 2009

〞

http://w
w
w
.insee.fr/fr/indicateurs/

ind14/20090903/IR
chom

age-T
209.

pdf

（
国
際
研
究
部
）

フ
ラ
ン
ス
②

フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者
の
労
働

時
間
は
三
五
時
間
を
超
え
る

　

Ｉ
Ｎ
Ｓ
Ｅ
Ｅ
が
今
年
七
月
に
発
表

し
た
報
告
書
に
よ
る
と
、
二
〇
〇
七

年
の
フ
ル
タ
イ
ム
の
賃
金
労
働
者
の

年
間
平
均
労
働
時
間
は
一
六
八
〇
時

間
で
、
就
業
し
て
い
た
期
間
（
ヴ
ァ

カ
ン
ス
な
ど
を
除
く
期
間
）
の
一
週

間
の
平
均
労
働
時
間
は
三
九
時
間
二

四
分
で
あ
っ
た
。

　

本
調
査
は
、
二
〇
〇
七
年
の
全
て

の
週
に
関
す
る
四
半
期
ご
と
の
雇
用

調
査
の
デ
ー
タ
を
も
と
に
行
わ
れ
た
。

調
査
の
対
象
者
は
、
一
五
歳
以
上
で

職
に
就
い
て
お
り
、
少
な
く
と
も
４

四
半
期
連
続
し
て
（
一
年
間
）
働
き
、

調
査
回
答
時
に
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
に

就
い
て
い
た
者
で
あ
る
。
教
員
に
つ

い
て
は
、
自
宅
で
の
労
働
時
間
の
評

図 ILO基準による失業率の推移
　　　　　　　　　四半期平均CVS（季節変動調整）データ

（注）
France = フランス本土＋海外県（Dom）
France Métropolitaine = フランス本土
失業率は、＋ /－ 0.4 ポイントの誤差の見込みがある
四半期から四半期にかけての失業率の変化について、＋ /－ 0.3 ポイント
の誤差の見込みがある
範囲：15歳以上
出典：INSEE 雇用調査
INSEE “Informations Rapides” 3septembre 2009 - n° 227

表　ILO基準によるフランス本土の失業率及び失業者数
四半期平均CVS（季節変動調整）データ

ILO 失業率
（％）

失業者数
（1,000 人）

09 年
第 1四半期

09 年
第 2四半期
（P）＊

09 年
第 2四半期
（P）＊

合計 8.5 9.1 2591
15 ～ 24 歳 22.3 23.9 662
25 ～ 49 歳 7.6 8.1 1490
50 歳以上 5.7 6.0 439
男性 8.1 8.8 1310
15 ～ 24 歳 23.6 24.7 373
25 ～ 49 歳 6.6 7.5 723
50 歳以上 5.6 5.8 214
女性 9.0 9.4 1280
15 ～ 24 歳 20.7 22.8 289
25 ～ 49 歳 8.6 8.7 767
50 歳以上 5.8 6.3 224
注）
＊（p）＝暫定値
範囲：フランス本土、15歳以上
出典：INSEE、雇用調査
INSEE “Informations Rapides” 3septembre 2009 - n° 227
より作成
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価
が
困
難
で
あ
る
と
い
う
理
由
に
よ

り
、
対
象
か
ら
外
し
て
い
る
。

　

二
〇
〇
七
年
で
は
、
少
な
く
と
も

４
四
半
期
連
続
し
て
（
一
年
間
）
働

い
た
者
は
約
一
九
五
〇
万
人
で
、
そ

の
う
ち
一
六
三
〇
万
人
が
フ
ル
タ
イ

ム
労
働
に
就
い
て
い
た
。
な
お
、
本

調
査
に
お
け
る
「
労
働
時
間
」
と
は
、

雇
用
調
査
で
回
答
し
た
者
が
「
申
告

し
た
時
間
」
を
指
す
。
そ
の
た
め
、

企
業
レ
ベ
ル
で
収
集
で
き
る
よ
り
正

確
な
情
報
に
比
べ
、
誤
差
は
生
じ
や

す
い
。
ま
た
、
本
調
査
に
よ
る
「
年

間
労
働
時
間
」
は
、
回
答
者
が
調
査

対
象
週
に
お
い
て
申

告
し
た
労
働
時
間
数

か
ら
算
出
し
て
い
る
。

　

報
告
書
に
よ
れ
ば
、

職
種
に
関
係
な
く
、

フ
ル
タ
イ
ム
の
賃
金

労
働
者
は
、
祝
祭
日

や
各
種
休
暇 

（
ヴ
ァ

カ
ン
ス
や
傷
病
休
暇

等
）
な
ど
の
な
い｢

通
常｣

の
週
に
、
三

九
時
間
二
四
分
を
五

日
間
に
分
け
て
就
労

し
て
お
り
、
こ
の
う

ち
一
〇
％
は
週
四
八

時
間
以
上
就
労
し
て

い
る
。
一
週
間
当
た

り
の
所
定
労
働
時
間

を
定
め
ず
に
日
数
で

労
働
時
間
を
管
理
す

る（
年
間
労
働
日
制
）

管
理
職
は
全
体
の

六
％
で
、
そ
の
一
週

間
の
平
均
労
働
時
間

は
四
四
・
五
時
間
で
あ
る
。
こ
の
う

ち
二
九
％
が
週
四
八
時
間
以
上
働
い

て
い
る
。

　

自
営
業
者
な
ど
の
労
働
時
間
は
、

賃
金
労
働
者
よ
り
大
幅
に
長
い
。
自

営
業
者
な
ど
の
年
間
労
働
時
間
は
二

五
六
〇
時
間
、
労
働
日
数
は
二
七
一

日
に
及
ぶ
。
ま
た
、「
通
常｣

の
週
に

は
平
均
で
五
・
七
日
、
五
四
時
間
五

八
分
働
い
て
い
る
。

　

賃
金
労
働
者
の
年
間
労
働
時
間
を

男
女
別
に
み
る
と
、
男
性
が
一
七
三

〇
時
間
、
女
性
は
一
六
〇
〇
時
間
で

あ
る
。
し
か
し
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労

働
者
も
含
め
る
と
男
性
は
一
七
〇
〇

時
間
、
女
性
は
一
四
三
〇
時
間
と
な

り
、
女
性
の
場
合
二
七
〇
時
間
も
の

差
が
出
る
。
こ
れ
は
、
女
性
に
パ
ー

ト
タ
イ
ム
労
働
者
が
多
い 

（
賃
金
労

働
者
に
占
め
る
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働

者
の
比
率
は
、
女
性
が
三
一
・
三
％

を
占
め
る
の
に
対
し
て
、
男
性
で
は

四
・
一
％
に
過
ぎ
な
い
）
こ
と
が
影

響
し
て
い
る
と
さ
れ
る
。 

　

フ
ル
タ
イ
ム
の
賃
金
労
働
者
の
年

間
労
働
時
間
は
、
男
女
と
も
、
民
間

部
門
の
方
が
、
公
共
部
門
（
公
務
員

な
ど
）
よ
り
一
〇
〇
時
間
程
長
い
。

事
業
所
規
模
で
は
、
男
性
で
は
、
規

模
が
小
さ
く
な
る
に
つ
れ
年
間
労
働

時
間
が
増
加
し
て
い
る
の
に
対
し
、

女
性
で
は
そ
う
し
た
傾
向
は
な
い
。

管
理
職
と
非
管
理
職
を
比
較
す
る
と
、

男
女
共
に
管
理
職
の
方
が
年
間
労
働

時
間
は
長
い
。
特
に
上
級
管
理
職
は
、

現
場
労
働
者
（
ブ
ル
ー
カ
ラ
ー
）
よ

り
、
男
性
で
二
八
九
時
間
、
女
性
で

二
〇
二
時
間
も
長
い
。
ま
た
、
Ｃ
Ｄ

Ｉ（
期
間
の
定
め
の
な
い
雇
用
契
約
）

の
賃
金
労
働
者
と
し
て
就
労
し
て
い

る
者
は
、
男
女
共
に
、
勤
続
年
数
が

長
く
な
る
に
つ
れ
て
、
年
間
労
働
時

間
は
短
く
な
る
。
年
齢
別
で
は
、
女

性
は
年
齢
が
上
が
る
に
つ
れ
年
間
労

働
時
間
が
増
加
し
て
い
る
の
に
対
し
、

男
性
で
は
そ
う
し
た
傾
向
は
な
い
。

学
歴
別
に
み
る
と
、
男
性
の
み
学
歴

が
高
く
な
る
ほ
ど
年
間
労
働
時
間
が

長
く
な
る
傾
向
が
み
ら
れ
る
。

　

ち
な
み
に
、
フ
ラ
ン
ス
で
は
二
〇

〇
二
年
以
降
、
企
業
規
模
に
関
わ
ら

ず
、
法
定
労
働
時
間
は
週
三
五
時
間

と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
を
基
準
に

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
や
超
過
勤
務
、

操
業
短
縮
へ
の
権
利
が
定
め
ら
れ
る
。

最
近
で
は
、
労
働
時
間
を
年
間
で
管

理
す
る
措
置
が
発
展
し
て
い
る
こ
と

も
あ
り
、
労
働
時
間
を
週
単
位
よ
り

も
年
単
位
で
扱
う
傾
向
が
強
ま
っ
て

い
る
。
こ
の
場
合
、
年
間
労
働
時
間

制
に
お
い
て
は
一
六
〇
七
時
間
が
、

年
間
労
働
日
数
制
で
は
二
一
八
日
が

法
定
労
働
時
間
に
相
当
す
る
。
年
間

労
働
時
間
の
一
六
〇
七
時
間
と
い
う

の
は
、
基
本
的
に
は
、
週
三
五
時
間

の
労
働
時
間
に
、
年
間
で
五
週
間
の

有
給
休
暇
と
平
均
八
日
の
祝
日
を
加

え
、さ
ら
に「
連
帯
の
日（
七
時
間
）」

を
加
え
る
と
い
う
計
算
に
よ
る
が
、

実
際
に
は
各
企
業
が
そ
れ
ぞ
れ
の
方

法
で
労
働
時
間
を
配
分
し
て
い
る
。

例
え
ば
、
週
三
七
時
間
半
の
労
働
時

間
で
五
週
間
の
有
給
休
暇
、
年
間
一

四
日
間
の
労
働
時
間
短
縮
日
、
あ
る

い
は
、
週
三
九
時
間
の
労
働
時
間
で

五
週
間
の
有
給
休
暇
、
年
間
二
四
日

間
の
労
働
時
間
短
縮
日
と
い
う
こ
と

も
可
能
で
あ
る
。

　

な
お
、「
連
帯
の
日
」
と
い
う
の
は
、

こ
れ
ま
で
祝
日
扱
い
と
な
っ
て
い
た

「
聖
霊
降
臨
祭
の
翌
日
の
日
曜
日
」

に
労
働
者
が
無
給
で
働
く
こ
と
に
よ

る
増
収
分
を
、
高
齢
者
介
護
拡
充
予

算
に
充
て
る
と
い
う
制
度
で
、
二
〇

〇
四
年
七
月
に
法
律
で
定
め
ら
れ
た

（
注
）。
民
間
部
門
で
は
毎
年
の
労
使

交
渉
で
、
公
共
部
門
で
は
関
係
者
間

の
交
渉
を
通
じ
て
、
組
織
の
管
理
部

門
が
「
連
帯
の
日
」
を
い
つ
に
す
る

表 1　2007 年のフルタイム労働の賃金労働者及び自営業者等

賃金労働者 自営業者等

労働時間数 1680 時間 2560 時間

年間労働日数 212 日 271 日

一日の平均労働時間 7時間 55 分 9 時間 28 分

《通常の》週の労働時間数 39 時間 24 分 54 時間 58 分

《通常の》週の労働日数 5.0 日 5.7 日

（注）範囲：フランス本土
調査対象週にフルタイムで労働し、少なくとも 4四半期連続で職に就いている、教師でない者
情報源：INSEE、2007 年第 1四半期から第 4四半期の雇用調査
En 2007, les salariés à temps complet ont dépassé, en moyenne, les « 35 heures » , 
Insee Première,  no. 1249, INSEE, juillet 2009

表 2　賃金労働者の労働時間（男女別）

男性 女性

賃金労働者の年間平均労働時間（時間） 1700 1430

パートタイム労働の賃金労働者の割合（%） 4.1 31.3

フルタイム労働の賃金労働者の平均年間労働時間（単位：時間） 1730 1600

（注）範囲：フランス本土
調査対象週にフルタイムで労働し、少なくとも 4四半期連続で職に就いている、教師でない者
出典：INSEE、2007 年第 1四半期から第 4四半期の雇用調査
En 2007, les salariés à temps complet ont dépassé, en moyenne, les « 35 heures » , 
Insee Première,  no. 1249, INSEE, juillet 2009
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か
決
定
す
る
が
、
労
働
者
は
こ
の
交

渉
の
際
に
、
就
業
日
を
一
日
追
加
す

る
代
わ
り
に
、労
働
時
間（
七
時
間
）

を
年
間
で
分
散
す
る
こ
と
で
延
長
す

る
と
い
う
方
法
を
選
ぶ
こ
と
も
で
き

る
。

〔
注
〕

　

同
法
成
立
の
経
緯
や
国
民
の
反
応
等
に

つ
い
て
は
、
当
機
構
Ｈ
Ｐ
海
外
労
働
情

報
の
フ
ラ
ン
ス
（
二
〇
〇
四
年
八
月

http://w
w
w
.jil.go.jp/foreign/

jihou/2004_8/france_01.htm

及
び
二

〇
〇
五
年
六
月http://w

w
w
.jil.go.jp/

foreign/jihou/2005_6/france_01.
htm

）
を
参
照
の
こ
と
。

【
参
考
資
料
】

E
n 2007, les salariés à tem

ps com
plet 

ont dépassé, en m
oyenne, les « 35 

heures » , 
Insee P

rem
ière,  no. 1249, IN

S
E
E
, 

juillet 2009
http://w

w
w
.insee.fr/fr/ffc/ipw

eb/
ip1249/ip1249.pdf（

国
際
研
究
部
）

中
国

都
市
部
労
働
者
の
平
均
賃
金

一
万
四
六
三
八
元
に

　

国
家
統
計
局
が
七
月
二
九
日
に
発

表
し
た
統
計
デ
ー
タ
に
よ
る
と
、
二

〇
〇
九
年
度
上
半
期
、
全
国
の
都
市

部
雇
用
労
働
者
の
平
均
賃
金
は
一
万

四
六
三
八
元
で
、
前
年
同
期
比
で
一

六
七
四
元
増
加
し
て
い
る
こ
と
が
わ

か
っ
た
。
上
昇
率
は
一
二
・
九
％
で
、

前
年
同
期
比
で
は
五
・
一
ポ
イ
ン
ト

の
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
て
い
る
。

　

上
半
期
、
平
均
賃
金
が
最
も
高

か
っ
た
の
は
金
融
業
で
三
万
六
〇
三

元
、
全
国
平
均
の
二
・
一
倍
に
達
し

て
い
る
。
こ
れ
に
次
ぐ
の
が
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
サ
ー
ビ
ス
、
ソ
フ
ト
ウ
ェ

ア
等
Ｉ
Ｔ
産
業
で
二
万
七
七
三
〇
元
、

全
国
平
均
の
一
・
九
倍
で
あ
っ
た
。

第
三
位
は
科
学
研
究
、
技
術
サ
ー
ビ

ス
、
地
質
探
査
業
で
二
万
三
二
四
八

元
、
全
国
平
均
の
一
・
六
倍
と
な
っ

て
い
る
。
一
方
、
最
も
低
か
っ
た
三

つ
の
業
界
は
ホ
テ
ル
・
飲
食
業
、
建

築
業
、
水
利
・
環
境
・
公
共
施
設
管

理
業
で
、
そ
れ
ぞ
れ
九
八
八
五
元
、

一
万
三
四
九
元
、
一
万
一
六
六
一
元

と
、
そ
れ
ぞ
れ
全
国
平
均
の
六
七
・

五
％
、
七
〇
・
七
％
、
七
九
・
七
％

に
す
ぎ
ず
、
産
業
間
格
差
が
広
が
っ

て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。

　
〔
注
〕

　

現
行
の
統
計
制
度
は
、
都
市
部
雇
用
労

働
者
の
賃
金
統
計
範
囲
を
、
国
有
組
織
、

都
市
部
集
団
組
織
、
共
同
経
営
経
済
組
織
、

株
式
制
経
済
組
織
、
外
資
経
済
組
織
な

ら
び
に
香
港
・
マ
カ
オ
・
台
湾
資
本
経

済
組
織
を
含
み
、
都
市
部
の
私
営
企
業
、

個
人
経
営
体
は
含
ま
な
い
と
定
め
て
い

る
。

【
資
料
出
所
】

中
国
国
家
統
計
局

http://w
w
w
.stats.gov.cn/tjfx/jdfx/

t20090729_402575623.htm

（
国
際
研
究
部
）

韓
国

双
竜
自
労
組
、
民
主
労
総
か

ら
脱
退
へ

　

双
竜
自
動
車
の
労
働
組
合
が
上
部

組
織
の
全
国
民
主
労
働
組
合
総
連
盟

（
民
主
労
総
）
か
ら
脱
退
を
決
定
し

た
模
様
だ
。
組
合
員
間
で
は
破
産
寸

前
ま
で
長
期
ス
ト
ラ
イ
キ
を
打
っ
た

労
組
執
行
部
の
強
硬
策
に
対
し
批
判

が
強
ま
っ
て
い
た
。
メ
ー
カ
ー
労
組

の
民
主
労
総
脱
退
は
初
め
て
で
、
八

月
に
も
Ｉ
Ｔ
産
業
大
手
の
Ｋ
Ｔ
労
組

が
脱
退
し
て
お
り
、
民
主
労
総
に

と
っ
て
は
大
き
な
痛
手
と
な
る
。
他

の
労
組
の
動
向
や
今
後
の
労
働
争
議

の
あ
り
方
に
も
影
響
を
与
え
そ
う
だ
。

組
合
員
の
約
七
割
が
賛
成 

　

脱
退
を
決
め
る
組
合
総
会
で
投
票

し
た
の
は
双
竜
自
労
組
全
組
合
員
三

五
〇
八
人
の
う
ち
七
五
・
三
％
に
当

た
る
二
六
四
二
人
。
脱
退
に
賛
成
し

た
の
は
全
体
の
七
三
・
一
％
に
当
た

る
一
九
三
一
人
、反
対
は
一
〇
・
〇
％

の
二
六
四
人
に
と
ど
ま
っ
た
。

　

た
だ
し
こ
の
決
定
を
受
け
た
労
組

執
行
部
と
民
主
労
総
側
は
「
総
会
の

開
催
は
執
行
部
の
了
解
を
得
て
お
ら

ず
手
続
き
上
問
題
が
あ
る
」
と
し
て
、

ソ
ウ
ル
南
部
地
方
裁
判
所
に
投
票
結

果
の
無
効
訴
訟
を
起
す
と
し
て
い
る
。

今
回
の
総
会
は
、
執
行
部
の
方
針
に

対
立
す
る
組
合
員
ら
が
主
導
し
た
と

見
ら
れ
る
。 

　

双
竜
自
労
組
は
経
営
側
の
大
規
模

リ
ス
ト
ラ
案
に
反
発
し
て
七
七
日
間

に
わ
た
る
ス
ト
を
繰
り
広
げ
、
損
失

額
は
三
一
六
〇
億
ウ
ォ
ン
（
約
二
四

〇
億
円
）
に
上
っ
た
。
経
営
状
態
が

極
度
に
悪
化
し
て
い
る
会
社
を
相
手

に
過
激
な
闘
争
を
長
期
間
続
け
る
執

行
部
に
対
し
組
合
員
は
次
第
に
反
発

を
強
め
、「
問
題
解
決
に
役
立
た
な

い
」
と
民
主
労
総
傘
下
の
全
国
金
属

労
働
組
合
（
金
属
労
組
）
に
も
不
信

感
を
強
め
て
い
た
。
そ
れ
が
今
回
の

投
票
結
果
に
つ
な
が
っ
た
と
い
え

る
。 

　

双
竜
自
は
一
五
日
に
も
裁
判
所
に

再
建
案
を
提
出
す
る
予
定
。
民
主
労

総
か
ら
の
脱
退
は
債
権
団
の
心
証
を

変
え
、
会
社
の
再
建
に
は
有
利
に
な

る
と
の
見
方
も
出
て
い
る
。 

今
後
の
闘
争
方
針
に
影
響
も 

　

民
主
労
総
を
支
え
る
最
大
勢
力
は
、

自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
労
組
を
傘
下
に

持
つ
金
属
労
組
。
双
竜
自
労
組
の
脱

退
は
単
な
る
一
労
組
の
脱
退
に
と
ど

ま
ら
ず
、
自
動
車
関
連
の
他
労
組
に

も
影
響
が
及
ぶ
恐
れ
が
あ
る
。
韓
国

の
労
使
関
係
は
、
大
企
業
を
中
心
に
、

労
組
が
全
面
ス
ト
な
ど
の
強
硬
な
手

段
で
要
求
を
通
す
こ
と
で
知
ら
れ
る
。

し
か
し
最
近
の
景
気
の
悪
化
に
伴
い
、

こ
れ
ま
で
の
強
硬
な
闘
争
方
針
を
疑

問
視
す
る
向
き
が
強
ま
っ
て
い
た
。

民
主
労
総
も
こ
う
し
た
傾
向
に
配
慮

し
「
対
話
に
よ
る
交
渉
」
の
姿
勢
を

打
ち
出
し
て
は
い
る
が
、
実
態
は
従

前
と
そ
れ
ほ
ど
変
わ
っ
て
い
な
い
。

七
月
に
は
、
民
主
労
総
の
下
部
組
織
、

情
報
技
術
（
Ｉ
Ｔ
）
連
盟
の
最
大
労

組
で
あ
る
Ｋ
Ｔ
が
、
賛
成
率
九
四
・

九
％
で
民
主
労
総
を
脱
退
し
た
ば
か

り
。
来
月
に
は
ソ
ウ
ル
、
大
邱
、
光

州
の
三
つ
の
地
下
鉄
労
組
が
脱
退
を

予
定
し
て
お
り
、
今
後
、
他
労
組
の

動
き
も
注
目
さ
れ
て
い
る
。

【
資
料
出
所
】

Ｎ
Ｎ
Ａ
、
聯
合
ニ
ュ
ー
ス
他

（
国
際
研
究
部
）


